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一般報文 

新たな省エネルギー型下水処理技術の開発 
～嫌気性ろ床の採用による曝気槽の半減～ 

岡安祐司・重村浩之
 

1．はじめに1 

下水道事業はわが国の年間消費電力量の約

0.7％を占める大口需要家である。下水道施設で

の電力使用量のうち、下水処理工程での使用が約

5割を占めており、平成17年以降、下水処理に係

る電力使用量原単位は若干増加している1)。一方

で下水道事業は、人口減少による使用料収入減少

など経営管理への影響が懸念されており2)、下水

処理工程の省エネルギー化による下水道事業の維

持管理コスト縮減が期待されている。 

そこで本研究は、従来から一般的に下水処理手

法として用いられている、消費電力を多く必要と

する浮遊性の好気性微生物法（標準活性汚泥法や

オキシデーションディッチ法等）を改良した省エ

ネルギー型下水処理技術の開発を行うことを目的

とした。 

2．研究内容 

2.1 研究方法の概要 

 家庭等から集められ下水処理場に流入する下水

（流入下水）に含まれる有機汚濁物質のうち、懸

濁態有機物の多くの部分は、最初沈殿池において

沈殿分離除去される一方、流入下水に含まれる溶

解性有機物は、最初沈殿池で除去される割合は小

さく、後段の曝気槽にて、酸素を消費する浮遊性

の好気性微生物の増殖による汚泥への変換や、二

酸化炭素への酸化による大気中への放出により除

去されるのが一般的である。下水処理場での電力

消費の約50%を下水処理工程が占めており 3) 、

曝気のために必要な電気エネルギーは無視できな

い。また、一般的な処理法は水処理後に発生する

余剰汚泥の量が多く、汚泥処理に係るエネルギー

消費量が大きいのも特徴である。 

酸素のない環境下で生息する嫌気性微生物は増

殖のために酸素を必要としないことから、曝気に

よる酸素の供給を行う必要がなく、また、単位有

──────────────────────── 
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機物量あたりの菌体への変換割合（菌体収率）が

好気性微生物に比べて、極端に小さいことから、

嫌気性微生物を用いる手法は、余剰汚泥の発生量

の大幅な削減が期待される手法である。 

そこで、本研究では、下水処理場で一般的に用

いられている下水処理方式である標準活性汚泥法

の曝気槽の前段半分に他の省エネルギー型の溶解

性有機物の除去手法を導入し、曝気槽を後段半分

に圧縮し、曝気に必要なエネルギーを半減する手

法を検討した（図 -1参照）。曝気槽への有機汚濁

負荷削減手法としては、最初沈殿池で凝集剤を添

加し、溶解性有機物の一部を最初沈殿池汚泥とし

て回収する前凝集処理4),5),6) や、浮上担体を用い

て、最初沈殿池での懸濁態物質の回収効率を向上

図 -1 最初沈殿池以降の下水処理工程における   
省エネルギー型下水処理技術の導入イメージ
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させる手法7)が実証されているものの、最初沈殿

池で沈殿分離除去できない溶解性有機物の省エネ

ルギー型の処理は依然として必要である。本研究

では、こうした溶解性有機物の除去手法として、

嫌気性微生物を活用する省エネルギー型下水処理

技術を開発することとした。具体的には、最初沈

殿池流出水を、付着性嫌気性微生物を保持するろ

材を充填した部分循環式嫌気性ろ床にて処理する

ことで、溶解性有機物の一部を除去し、後段の好

気処理への負荷を削減するものである。 

2.2 実験の手順 

2.2.1 実験装置の構成 

最初沈殿池実験装置（図 -2）、部分循環式嫌気

性ろ床実験装置（図-3）および好気処理実験装置

（図 -4）から構成された省エネルギー型下水処理

実験装置を屋内に設置し、この実験装置に一部合

流式を含む分流式の下水処理場へ流入した下水を

流入させ実験を行った。流入下水は図-2→図-3→

図-4の順に通過して処理される。 

2.2.2 最初沈殿池実験装置 

最初沈殿池実験装置（図-2）は塩ビ製円筒状で、

底部から500mmまでの部分はコーン状とし、低

速で常時回転するピケットフェンスと沈殿物の排

出口を装着し、流入下水は中心下部より下方向へ

流入する構造とした。この最初沈殿池実験装置に、

流入下水を480L/dの流量で、常時流入させ、沈

殿処理を行った。本装置における水面積負荷は

0.38m3/（m2・d）、水理学的滞留時間（HRT）は

2.25hである。沈殿汚泥の排出は、底部より1時

間に1回の頻度で、1回あたり1L引き抜くことで

実施した。また、本実験装置を2式並行して運転

し、1日あたり合計960Lの流入下水を処理した。 

2.2.3 部分循環式嫌気性ろ床実験装置 

部分循環式嫌気性ろ床実験装置（図-3）は塩ビ

製の円筒状で、底部から 200mm～600mmの間

（図の網掛け部分）にプラスティック担体（寸法

(mm)15φ×12L、比表面積450m2/m3）を充填し、

ろ層厚を400mmとした。ろ材の上端部分には直

径5mmの穴を20mm間隔に空けた塩ビ板を固定

し、ろ材の流出を防止した。この部分循環式嫌気

性ろ床実験装置に、最初沈殿池実験装置流出水を

510L/dの流量で流入させ、線速度が5mm/min.と

なるように設定した。また、ろ材の表面の付着性

微生物と水中の溶解性有機物が十分に接触できる

図-2 最初沈殿池実験装置の概略図  

図-3 部分循環式嫌気性ろ床実験装置の概略図  

図-4 好気処理実験装置の概略図  
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ように、ろ材を通過した液を、底部から800mm

地点より底部付近へ、流入水の流量に対して2倍

の流量で循環させた。ろ材部分における線速度は

15mm/min.、底部から800mm～1200mm部分で

の線速度は5mm/min.、装置全体のHRTは4hであ

る。余剰汚泥の排出は、底部より1週間に1回、

1L引き抜くことで行った。 

2.2.4 好気処理実験装置 

好気処理実験装置（図-4）の曝気槽は有効容量

40Lの円筒状の完全混合槽で、底面上に設置した

エアストーンを通じで、大気を水中へ送り込み、

曝気した。曝気槽の後段には円形沈殿池を設け、

活性汚泥と処理水の固液分離を行った。この実験

装置に、部分循環式嫌気性ろ床実験装置の流出水

をポンプで連続的に注入した。流量は10L/hとし、

曝気槽におけるHRTは4h、沈殿池における水面

積負荷、HRTはそれぞれ1.91m3/m2・d、4hとし

た。余剰汚泥の排出は、曝気槽における活性汚泥

混合液浮遊物質（MLSS）濃度が一定に保たれる

ように適宜調整し、最終的には混合液を1日あた

り1L採取することで行った。結果として、好気

的固形物滞留時間（ASRT）は40日となった。な

お、実験に先立ち、馴致期間として約4か月を設

定し、実験は3月～6月の期間で行った。 

3．結果 

 流入下水、最初沈殿池実験装置流出水、部分循

環式嫌気性ろ床実験装置の流出水、好気処理実験

装置の流出水中の有機汚濁の指標である全化学的

酸素要求量（T-CODCr）、溶解性化学的酸素要求

量（S-CODCr）の平均値と、流入下水から各工程

の流出水の間の除去率の平均値を表-1、表-2に示

した。なお、試料は1週間に1回程度の頻度でサ

ンプルを採取した。T-CODCr の流入下水からの

除去率は、最初沈殿池流出水、部分循環式嫌気性

ろ床流出水、好気処理流出水で、それぞれ21％、

40％、84％であった。一方、S-CODCr の除去率

は、T-CODCr の除去率に比べて低く、それぞれ

2％、22％、77％であった。仮に、既往の研究8)

で得られているCODCr と生物学的酸素要求量

（以後、BODと記す）の関係式（CODCr ＝1.34×

BOD+48.4）を用いた場合、わが国の下水放流水

に求められるBODの基準値 15mg/Lは、CODCr 

68.5mg/Lに換算されるが、本研究で得られた好

気処理流出水（下水放流水に該当）では、この数

字を下回っており、良好な有機物除去が達成され

ていた。また、好気処理流出水中の、亜硝酸性窒

素・硝酸性窒素濃度はいずれも1mg/L未満と低く、

硝化抑制型の処理となっていた。曝気槽混合液の

MLSS濃度、活性汚泥混合液有機性浮遊物質

（ MLVSS）濃度の平均値は、それぞれ 1360、

1160mg/Lであり、実験期間中、大きな変動はな

かった。流入下水量あたりの好気処理実験装置か

ら排出された汚泥の累積固形物量は、0.0057kg-

DS/m3で、実験装置を設置した近傍の標準活性汚

泥法を採用している下水処理場における、流入下

水量あたりの発生余剰汚泥の固形物量0.040kg-

DS/m3程度に比べると、約1/7であった。一般に、

標準活性汚泥法を採用している下水処理場では、

最初沈殿池汚泥の固形物量が余剰汚泥と同程度発

生すること、部分循環式嫌気性ろ床実験装置から

排出される余剰汚泥の固形物量が、好気処理実験

装置から排出された余剰汚泥の約1/10であったこ

とを考慮すると、下水処理工程全体から排出され

る汚泥の固形物量は、約42%減となると考えられ

た。このため、汚泥処理に係るエネルギー消費量

の削減に貢献できると考えられる。 

 
表-1 省エネルギー型下水処理実験装置の流入下水、

各工程流出水と処理水の平均T-CODCr濃度と 
その除去率  

  
T-CODCr

（mg/L）

除去率

（％）

流入下水 235.1 － 

最初沈殿池流出水 185.5 21.1 
部分循環式嫌気性ろ床

流出水 
142.3 39.5 

好気処理流出水 38.3 83.7 

 
表-2 省エネルギー型実験装置の流入下水、各工程

流出水と処理水の平均S-CODCr濃度とその  
除去率  

 
S-CODCr

（mg/L）

除去率

（％）

流入下水 108.3 ― 
最初沈殿池流出水 105.9 2.2 
部分循環式嫌気性ろ床

流出水 
84.4 22.0 

好気処理流出水 25.5 76.5 
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4．まとめ 

 下水処理場で一般的に用いられている下水処理

手法である標準活性汚泥法の曝気槽の前段半分を

水理学的滞留時間（HRT）4時間の部分循環式嫌

気性ろ床に置き換え、連続的に最初沈殿池流出水

を適用した結果、部分循環式嫌気性ろ床部分にお

ける化学的酸素要求量（T-CODCr）の除去率は、

流入下水に対して18%であった。さらに、後段半

分 に 圧 縮 さ れ た 曝 気 槽 （ 水 理 学 的 滞 留 時 間

（HRT）4時間）を有する好気処理においては、

有機物の安定した除去を達成した。 

部分循環式嫌気性ろ床では、単位有機物あたり

の菌体への変換割合（菌体収率）が小さい嫌気性

微生物を保持し、それらに下水中の有機物を極力

消費させることで、後段の好気処理への有機物負

荷を削減し、好気性微生物の増殖に伴い発生する

余剰汚泥の量を削減した結果、好気処理から発生

する余剰汚泥量は、標準活性汚泥法を採用してい

る下水処理場の場合に比べて1/7程度であり、下

水処理工程全体から発生する汚泥の総発生量につ

いても約42%減少すると考えられた。  

以上から、本下水処理手法は、生物反応槽（嫌

気性ろ床＋曝気槽）の容積は不変でありながら、

曝気槽容積の半減による曝気に必要なエネルギー

の半減、余剰汚泥の発生量削減に伴う汚泥処理に

必要なエネルギーの削減もできる手法となる可能

性が示された。 

今後は、部分循環式嫌気性ろ床における担体充

填方法・循環方法、好気処理における運転の最適

化等を検討し、省エネルギー型下水処理技術の開

発を引き続き行う予定である。さらには、パイ

ロットプラントや実証実験規模へのスケールアッ

プの展開を目指し、詳細なエネルギー削減効果を

評価していきたいと考えている。 
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